
議案第１４７号

　　　平成２９年度川崎市下水道事業会計の利益処分及び決算認定について

　　　　　　　　　　　　平成３０年 ９ 月 ３ 日提出　　　　　　　　　　　

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

平成２９年度川崎市下水道事業会計に係る利益を処分したいので、地方公営

企業法第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、平成２９年度川崎

市下水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、別紙監査

委員の意見を付して認定を求める。



   平 成 ２９ 年 度 川 崎 市   下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（１）収益的収入及び支出

  収   入

第１款 △

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益 △

第３項 特 別 利 益

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税　　1,795,969,171円  

　※２　うち仮受消費税及び地方消費税　 　　 5,744,443円

　※３　うち仮受消費税及び地方消費税   　   1,659,499円

  支   出

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円 円 円 円 円

第１款 42,189,154,000 0 0 42,344,873,000 42,344,873,000 2,145,917,444

第１項 営 業 費 用 35,360,180,000 0 0 35,360,180,000 35,360,180,000 1,634,425,152 ※１、４

第２項 営 業 外 費 用 6,267,013,000 △ 4,067,000 0 0 6,262,946,000 6,262,946,000 517,387,324 ※２

第３項 特 別 損 失 541,961,000 0 0 701,747,000 701,747,000 △ 25,895,032 ※３、５

第４項 予 備 費 20,000,000 0 0 20,000,000 20,000,000 20,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税      572,030,819円        

  ※２　うち仮払消費税及び地方消費税　 　   6,046,760円

  ※３　うち仮払消費税及び地方消費税　 　   7,337,935円

  ※４　地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書の規定による超過支出　53,473,138円

　※５　地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書の規定による超過支出　25,905,809円

備     考
当初予算額 補正予算額

地方公営企業法第24条

合     計第3項の規定による支

円 円

区         分 

                             予                   算                   額

決  算  額

予算額に比べ

44,119,304,009 192,233,991

決算額の増減
出額に係る財源充当額

円 円 円 円

0 35,486,082,000 35,549,557,702 63,475,702

下 水 道 事 業 収 益 44,311,538,000 0 0 44,311,538,000

※１

8,824,446,000 0 0 8,824,446,000 8,541,475,322 282,970,678 ※２

35,486,082,000 0

1,010,000 0 0 1,010,000 28,270,985 27,260,985 ※３

区         分 

                             予                   算                   額

決  算  額

地方公営

不  用  額

備
 
 
考

当初予算額 補正予算額 予備費支出額

流
用
増
減
額

小   計

地方公営

合     計

企業法第

企業法第 26条第2

26条第2 項の規定

項の規定 に よ る

に よ る 繰 越 額

繰 越 額

円 円 円 円 円 円

下 水 道 事 業 費 用 155,719,000 0 0 40,198,955,556 0

0 0 0 33,725,754,848 0

0 0 5,745,558,676 0

159,786,000 0 0 727,642,032 0

0 0 0 0 0



（２）資本的収入及び支出

  　収   入

地 方 公 営 企 業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る 繰 越 額 に 係 る

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

円 円 円 円 円 円

  

  第１項 40,372,000,000 0 40,372,000,000 44,771,000,000 39,363,000,000 △ 5,408,000,000

（1）翌年度へ繰下発行

  第２項 5,282,653,000 0 5,282,653,000 5,282,653,000 5,568,028,098 285,375,098

（2）不用額

  第３項 5,004,725,000 0 5,004,725,000 6,953,979,000 4,340,951,000 △ 2,613,028,000

  第４項 20,000 0 20,000 20,000 1,199,305 1,179,305

  第５項 10,000 0 10,000 10,000 0 △ 10,000

  第７項 7,642,107,000 0 7,642,107,000 7,642,107,000 7,642,097,000 △ 10,000

  第９項 10,000 0 10,000 10,000 0 △ 10,000

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税  　　1,357円

決  算  額 備    考
当初予算額 補正予算額 小      計

継 続 費 逓 次

合    計

予算額に比べ

6,348,254,000
資 本 的 収 入

決算額の増減

財 源 充 当 額

円 円

区       分

                                予                  算                  額

0 64,649,829,000 56,915,293,727 △ 7,734,535,273第１款
下 水 道 事 業

58,301,575,000 0 58,301,575,000

企 業 債 4,399,000,000 0 ※企業債収入減額内訳

  する額

192,000,000円

国 庫 補 助 金 1,949,254,000 0

一般会計出資金 0 0 5,216,000,000円

0
貸 付 事 業 収 入

負 担 金 0 0

寄 附 金 0 0

0 30,000 0 △ 30,000  第６項
水 洗 便 所 等

30,000 0 30,000

  第８項
固 定 資 産

10,000 0 10,000 0 10,000 18,324 8,324 ※１

基 金 繰 入 金 0 0

投 資 収 入 0 0

売 却 代 金
0

  第10項
そ の 他

10,000 0 10,000 0
資 本 的 収 入

0 10,000 0 △ 10,000



  　支   出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

  

  第１項 18,071,971,000 0 0 0 18,071,971,000 6,450,000,000 0 24,521,971,000 16,478,188,956 7,410,000,000 0 7,410,000,000 633,782,044 ※１

  第２項 55,142,228,000 0 0 0 55,142,228,000 0 0 55,142,228,000 55,142,227,501 0 0 0 499

  第４項 2,542,383,000 0 0 0 2,542,383,000 0 0 2,542,383,000 2,542,373,000 0 0 0 10,000

  第５項 10,000,000 0 0 0 10,000,000 0 0 10,000,000 0 0 0 0 10,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税 　　　1,157,202,176円

　資本的収入額（翌年度に繰り越される支出の財源に充当する額 145,697,000円は除く。）が資本的支出 額に不足する額 17,393,192,730円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 835,560,056円、

繰越工事資金 101,746,000円、減債積立金 1,807,853,170円、過年度分損益勘定留保資金 706,479,000円 及び当年度分損益勘定留保資金 13,941,554,504円で補てんした。

区       分

                                 予                    算                    額

決  算  額

翌 年 度 繰 越 額

不  用  額 備考
当初予算額 補正予算額

流
用
増
減
額

小   計

地方公営企業法 継続費

合     計

地方公営企業法 継続費

合     計

予備費

第26条の規定に 逓  次 第26条の規定に 逓  次

支出額

よ る 繰 越 額 繰越額 よ る 繰 越 額 繰越額

74,162,789,457 7,410,000,000第１款
下 水 道 事 業

75,766,612,000 0 0 0 0 7,410,000,000 643,822,543
資 本 的 支 出

建設改良費

償 還 金

75,766,612,000 6,450,000,000 0 82,216,612,000

0 0  第３項
水洗便所等

30,000 0 0 0 0 0 30,000
貸付事業費

投 資

予 備 費

30,000 0 0 30,000



（単位  円）

１

（１） 22,401,279,718

（２） 11,275,136,320

（３） 429,090

（４） 20,441,137

（５） 56,302,266 33,753,588,531

２

（１） 1,381,699,125

（２） 1,095,006,970

（３） 4,370,228,707

（４） 132,105,108

（５） 429,090

（６） 111,014,914

（７） 9,877,613

（８） 1,674,380,259

（９） 1,149,170,969

（10） 22,612,671,184

（11） 522,363,765

（12） 94,776,325 33,153,724,029

599,864,502

３

（１） 56,310,450

（２） 867,606,007

（３） 7,473,068,134

（４） 139,591,353 8,536,575,944

平成２９年度川崎市下水道事業損益計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

一 般 会 計 負 担 金

受 託 事 業 収 益

そ の 他 営 業 収 益

プ ー ル 事 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

水 質 指 導 費

受 託 事 業 費

普 及 促 進 費

貸 付 助 成 事 業 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

プ ー ル 事 業 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

一 般 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益



４

（２） 131,757,022 5,360,415,342 3,176,160,602

3,776,025,104

５

（１） 26,450,254

（２） 183

（３） 161,049 26,611,486

６

（１） 183

（２） 188,353,874

（３） 531,950,040 720,304,097 △693,692,611

3,082,332,493

184,507,583

1,807,853,170

5,074,693,246

営 業 外 費 用

（１）
支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 5,228,658,320

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損

当年度未処分利益剰余金

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額



平成２９年度川崎市下 水道事業剰余金計算書

（平成２９年４月１日から 平成３０年３月３１日まで）

（単位　円）

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

資本金

剰余金

資本合計

資本剰余金 利益剰余金

受贈財産
評価額

国庫補助金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
減債積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

前年度末残高 119,177,384,905 4,799,388,292 18,358,955,727 33,030,221 23,191,374,240 1,807,853,170 5,268,110,058 7,075,963,228 149,444,722,373

前年度処分額 2,501,303,729 0 0 0 0 2,582,298,746 △ 5,083,602,475 △ 2,501,303,729 0

議会の議決による処分額 2,501,303,729 0 0 0 0 2,582,298,746 △ 5,083,602,475 △ 2,501,303,729 0

資本金への組入れ 2,501,303,729 0 0 0 0 0 △ 2,501,303,729 △ 2,501,303,729 0

減債積立金の積立て 0 0 0 0 0 2,582,298,746 △ 2,582,298,746 0 0

処分後残高 121,678,688,634 4,799,388,292 18,358,955,727 33,030,221 23,191,374,240 4,390,151,916 184,507,583 4,574,659,499 149,444,722,373

当年度変動額 5,568,028,098 4,649,151 0 0 4,649,151 △ 1,807,853,170 4,890,185,663 3,082,332,493 8,655,009,742

一般会計出資金の受入れ 5,568,028,098 0 0 0 0 0 0 0 5,568,028,098

受贈財産の受入れ 0 4,649,151 0 0 4,649,151 0 0 0 4,649,151

減債積立金の取崩し 0 0 0 0 0 △ 1,807,853,170 1,807,853,170 0 0

当年度純利益 0 0 0 0 0 0 3,082,332,493 3,082,332,493 3,082,332,493

当年度末残高 127,246,716,732 4,804,037,443 18,358,955,727 33,030,221 23,196,023,391 2,582,298,746 5,074,693,246 7,656,991,992 158,099,732,115

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）



（単位　円）

平成２９年度川崎市下水道事業剰余金処分計算書

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高 127,246,716,732 23,196,023,391 5,074,693,246

184,507,583

議会の議決による処分額 1,807,853,170 0 △ 4,890,185,663

資本金への組入れ 1,807,853,170 0 △ 1,807,853,170

減債積立金の積立て 0 0 △ 3,082,332,493

処分後残高 129,054,569,902 23,196,023,391
（繰越利益剰余金）



（単位  円）

資  産  の  部

１

（１）有形固定資産

ア 44,182,243,017

イ 45,440,827,335

△27,454,814,830 17,986,012,505

ウ 864,537,167,024

△377,490,054,431 487,047,112,593

エ 163,495,563,672

△101,715,393,174 61,780,170,498

オ 3,785,232

△3,130,263 654,969

△823,019,268 161,430,654

キ 282,171,853

△96,142,353 186,029,500

ク 38,410,489,215

649,754,142,951

（２）無形固定資産

ア 36,252,772

イ 12,733,402

ウ 6,287,500

エ 3,529,805

381,640

59,185,119

平成２９年度川崎市下水道事業貸借対照表
（平成３０年３月３１日）

固 定 資 産

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車両及び運搬具

減価償却累計額

カ
工 具 器 具
及 び 備 品

984,449,922

減価償却累計額

リ ー ス 資 産

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産
合 計

地 上 権

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

リ ー ス 資 産

オ
そ の 他 無 形
固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
合 計



（３）投資その他の資産

ア 33,030,221

イ 4,311,220

△4,311,220 0

ウ 1,532,202,000

1,565,232,221

651,378,560,291

２

（１） 6,913,674,227

（２） 12,759,721,491

△70,070,296 12,689,651,195

（３） 1,183,332,000

（４） 9,438,464

20,796,095,886

672,174,656,177

         負  債  の  部

３

（１）

イ 68,083,000,000

281,768,694,282

（２） 137,911,729

（３）

ア 1,452,759,185

1,452,759,185

283,359,365,196

基 金

破産更生債権等

貸 倒 引 当 金

公債償還準備金

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債

企 業 債

ア
建設改良費等の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

213,685,694,282

その他の企業債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退職給付引当金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計



４

（１）

イ 10,416,000,000

40,219,122,174

（２） 61,234,155

（３） 11,013,287,358

（４） 72,196,094

（５） 223,046,961

（６） 4,749,870

（７）

ア 242,144,900

242,144,900

51,835,781,512

５

（１）

ア 89,933,437,893

△41,832,384,795 48,101,053,098

イ 1,293,815,886

△741,358,562 552,457,324

ウ 246,721,072,303

△117,983,839,388 128,737,232,915

エ 468,498,413

△349,322,834 119,175,579

オ 2,911,350,646

△1,585,821,572 1,325,529,074

98,195,940

△53,866,576 44,329,364

178,879,777,354

178,879,777,354

514,074,924,062

流 動 負 債

企 業 債

ア
建設改良費等の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

29,803,122,174

その他の企業債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

未 払 費 用

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

負 担 金

収 益 化 累 計 額

カ
そ の 他
長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

長 期前 受金 合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計



         資  本  の  部

６ 127,246,716,732

７

（１）

ア 4,804,037,443

イ 18,358,955,727

33,030,221

23,196,023,391

（２）

2,582,298,746

5,074,693,246

7,656,991,992

30,853,015,383

158,099,732,115

672,174,656,177

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受贈財産評価額

国 庫 補 助 金

ウ
そ の 他
資 本 剰 余 金

資本剰余金合計

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

ア 減 債 積 立 金

イ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計



注記 

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

定額法による。 

（イ）主な耐用年数 

     建物        ８～５０年 

     構築物      １０～５０年 

     機械及び装置    ６～５０年 

     車両及び運搬具   ２～ ６年 

     工具器具及び備品  ２～２０年 

イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

     定額法による。 

ウ リース資産 

（ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

（イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

     なお、リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引について 

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

（２）引当金の計上方法 

ア 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によ 

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能 

見込額を計上している。 

イ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当 

する金額のうち、汚水処理費相当額を計上している。なお、一般会計が負担する 

と見込まれる雨水処理費相当額は４８，６８３，３９８円である。 



なお、会計基準変更時の差異２，６５９，７５０，１９９円（一般会計が負担 

すると見込まれる額６７３，２７０，１０１円を除く。）については、平成２６年 

度から５年にわたり均等額を費用処理している。 

ウ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支払 

に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に 

属する額を計上している。 

（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

ア 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

なお、控除対象外消費税額は、当年度の費用として処理し、特定収入仮払消費 

税額については長期前受金と相殺している。 

 

２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

重要な非資金取引 

（１）ファイナンス・リース取引による資産の取得 

当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、 

それぞれ次のとおりである。 

リース資産   ３０，６９８，７９２円 

リース債務   ３３，１５４，６９６円 

（２）受贈財産の受入れによる資産の取得 

当年度、新たに計上した受贈財産の受入れによる資産の取得額は次のとおりであ 

る。 

土地       ４，６４９，１５１円 

構築物    ２３１，３７８，０５９円 

機械工具備品   １，０００，０００円 

地上権            ２８８円 

 

３ 貸借対照表に関する注記 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１ 



年以内に償還予定のものも含む。 ）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 

１４１，０８７，２５０，０００円である。 

（２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務 

リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。 

 

４ セグメント情報に関する注記 

川崎市下水道事業会計は、公共下水道事業のみを運営しており、事業全体をもって 

単一セグメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。 

 

５ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

１年内   ８，４６８，２１４円 

１年超   ２，２３６，５９３円 

計   １０，７０４，８０７円 

 

６ その他の注記 

（１）長期継続契約に係るリース債務 

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務の 

うち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のとおりで 

ある。 

短期リース債務   ６１，２３４，１５５円 

長期リース債務  １３７，９１１，７２９円 

（２）貸倒引当金の目的使用による取り崩し 

当年度において、債権の貸倒れによる損失として１９，３８１，３６８円を処理 

するため、貸倒引当金１６，１１２，９４１円を取り崩している。 

（３）退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

当年度において、職員の退職手当として３０４，１９３，４１０円を支給するた 

め、退職給付引当金２４２，１４３，４９８円を取り崩し、一般会計から雨水処負 

担金として６２，０４９，９１２円を繰り入れている。 

（４）賞与引当金の目的使用による取り崩し 

当年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当の支給に係る法定福 



利費として、７８５，８７６，３００円を支給（支払）するため、賞与引当金 

２３８，３７２，８７０円を取り崩している。 


